	提　出　書　類　一　覧　
	〔申請者：　　　　　　　　　事業所名：　　　　　　　　　　〕

	

	№
	書類の種類
	様式
	　備考

	１
	地域密着型サービス等事前申出書
	様式
第１号（２）
	今回，申出を行うサービスの種類に〇を記入すること。

	２
	事業計画書
	申出様式
第１－１号
（申出様式

第１－２号

申出様式

第１－３号）
	事業計画書は，4ページ以内で作成すること。

小規模多機能型居宅介護を併せて整備する場合は申出様式第１－２号，看護小規模多機能型居宅介護を併せて整備する場合は申出様式第１－３号を併せて作成すること。
なお，作成にあたっては，「事前申出申請書類に関する注意事項」に留意すること。

	３
	事業実績書および添付書類
	申出様式
第２号
	介護保険事業の実績がある法人については，法人が運営する全ての既存事業所について，直近の実地指導及び5年以内の監査等における指示事項及び改善状況報告書の写しを添付すること。

	４
	法人代表者経歴書
	申出様式
第３号
	

	５
	仙台市指定地域密着型サービス事業者等の指定申請における事前申出及び事前協議手続に関する要綱第４条各号に該当しない旨の誓約書
	申出様式
第４号
	役員名簿については，代表者，役員及び監事等全員について，氏名（ふりがな），生年月日，住所及び性別が記載されたものを提出すること。

	６
	決算書の写し
	
	最新年度を含む過去３年分。
科目内訳書がある場合は添付すること。

法人の過去３か年の決算状況の傾向，今後の見通しを記載したもの（任意様式）を添付し，法人としての見解を記載すること。また，親会社その他関連企業との資本関係等がある場合は，その旨も記載すること。

	６－②
	法人印鑑登録証明書
	
	正本に添付するものはコピー不可。

	７
	資金計画書

	参考様式
第１号
	事業所開設までに必要となる資金額の見込みとその確保手段について記入すること。
小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護等を併せて整備する場合は，本様式により当該施設分の資金計画書を作成し，さらに当該施設分と認知症対応型共同生活介護を合算した総括表も併せて作成すること。
※　賃貸により建物を確保することを予定して　　いる法人で，建物の新築・増改築・改修等を応募事業者以外の法人または個人が実施する場合は，貸主（建物の新築等の実施者）の事業計画や資金・融資の確実性を確認させていただく必要がありますので，貸主についても，書類７，７－②，７－③，７－④，８－③のうち，該当するものを提出すること。

	７－②
	建設費（改修費）見積資料
	
	設計業者による見積書。

（建設業者による見積書は不可。）
見積書の提出が困難な場合は，算定根拠を記載したもの（任意様式）を添付すること。

	７－③
	預金残高証明書

（借入金を含む全部証明）
	
	最新年度の決算日現在と令和３年4月15日現在のものを提出すること。正本はコピー不可。

（複数口座の場合，別途合計一覧表を作成の上添付のこと）

	７－④
	融資見込証明書
	参考様式
第２号
	今回の施設整備にあたり，民間金融機関からの借入（独立法人福祉医療機構の協調融資含む）を予定している場合は，融資先ごとに証明書を提出すること。

	８
	収支予算書
	参考様式
第３号
	事業所開設後２か年の当該事業に係る収支見込を記入すること。
小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護等を併せて整備する場合は，本様式により当該施設分の収支予算書を作成し，さらに当該施設分と認知症対応型共同生活介護を合算した総括表も併せて作成すること。

	８－②
	事業収入算定資料
	
	収支予算書における収入・支出の算定根拠を提出すること。（収入については宿泊料，食事代，想定要介護度，稼働率等を明記。支出については人件費等各項目についての算定資料。）
小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護等を併せて整備する場合は，当該施設分の事業収入算定資料を作成し，添付すること。 

	８－③
	償還計画書
	参考様式
第４号
	今回の施設整備に係る全ての借入について，融資先ごとに作成すること。
併せて，現在法人として借入がある場合は、全ての借入について，融資先ごとに作成すること。（別紙２，別紙３）

	９
	定款又は寄付行為の写し
	
	

	９－②
	法人登記簿謄本
	
	

	１０
	位置図
	
	住宅地図等，事業予定地の位置・形状が明確に分かるものとし，事業予定地及びサービス提供エリアをマーカー等で色づけすること。

また，事業予定地全体の写真及び周辺建物等の状況がわかる遠目の写真を添付すること。

	１１
	都市計画の用途がわかる用途図
	
	

	１２
	賃貸若しくは購入により土地または建物を所有する場合には折衝のわかる書類（賃貸借契約書・確約書）
	
	抵当権等，利用に制限がかかる可能性のある権利が設定されている場合（申出様式第７号を提出する場合は除く。）は，権利が抹消される予定である旨を記載すること。

	１３
	事業予定地及び建物の登記簿謄本
	
	

	１４
	事業予定地が係争地ではないことの誓約書
	申出様式
第５号
	

	１５
	既存の高齢者施設の整備のため抵当権を設定していることの誓約書
	申出様式

第６号
	該当する場合のみ提出すること。

	１６
	土地利用・建築規制に関する確認状況報告書
	申出様式

第７号
	該当する箇所のみ記載すること。
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